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第４章 一般高齢者と要支援・要介護認定者の比較結果 
本章では、「一般高齢者」及び「要支援・要介護認定者」の調査で同様の設問に対する回答を比較した。 

 

１ 昨年との外出頻度の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 住宅で困っていること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 介護保険料額の負担感 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般高齢者 (2,937)

 要支援・要介護

 認定者

(2,905)

%

25.2

66.6

5.6

3.2

65.5

27.0

3.7

3.2

0 20 40 60 80 100

減った 変わらない増えた 無回答

一般高齢者 (2,937)

 要支援・要介護

 認定者

(2,905)

%

28.8

19.9

29.6

32.3

8.0

12.9

16.2

21.5

12.8

7.4

5.9

4.7

0 20 40 60 80 100

かなりの負担である

妥当な額である

やや負担である

負担には感じない

よくわからない

無回答

居室や寝室などが、２階以上で

階段の昇り降りが大変である

玄関、廊下、階段、トイレ、浴室な

どに手すりがない

玄関、居室、廊下、浴室などに段

差がある

居室、廊下、トイレなどが滑りや

すい

玄関、居室などの扉の開閉が大

変である

トイレが和式である

流し台が使いにくい

浴槽が使いにくい

その他

特にない

無回答

11.3

1.0

1.5

5.8

4.7

3.4

54.0

12.8

22.4

12.2

25.1

3.0

6.2

3.6

5.6

13.2

5.4

11.7

6.4

13.8

12.2

35.6

0 20 40 60 80 %

一般高齢者

(2,937人)

要支援・要介護

認定者(2,905人)
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４ 暮らし方の希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 今後利用したい区の保健福祉サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主に家族の介護を受けながら、自宅で暮

らしたい

主に介護サービスを利用して、自宅で暮

らしたい

子どもや親族の家に住み替えて、介護し

てもらいたい

段差などがない高齢者向け専用住宅に

住み、介護サービスなどを利用して暮らし

たい

グループホームなど数人で暮らせる、家

庭的な介護付住宅で暮らしたい

介護保険施設（特別養護老人ホームや

老人保健施設）に入りたい

有料老人ホームなどの介護付住宅で暮

らしたい

その他

わからない

無回答

21.4

27.0

0.7

5.4

3.7

7.9

3.3

1.2

30.4

33.1

0.6

3.4

1.5

4.5

2.0

1.1

7.3

13.7

15.7

16.1

0 20 40 60%

一般高齢者

(2,937人)

要支援・要介護

認定者(2,905人)

区役所の高齢者総合相談

地域包括支援センターでの相談

健康診断やがん検診

健康づくり教室

健康増進センター

介護保険以外の家事援助サービ

ス

介護保険以外の住宅改修費助

成

配食サービス

福祉サービス利用援助事業、財

産保全管理サービス

緊急通報システム

介護予防教室

介護保険以外の福祉用具支給

電球・蛍光灯の交換、季節の衣替え、植物への水やり

等日常生活でのちょっとした困りごとに対応する身の回

り応援サービス

無回答

14.8

9.7

25.1

23.7

10.2

19.2

13.5

25.3

29.8

11.0

4.5

20.7

9.7

10.4

15.5

15.6

16.1

35.0

18.2

37.4

9.7

2.4

3.2

6.2

14.8

16.9

14.2

18.6

0 20 40 60 %

一般高齢者

(2,937人)

要支援・要介護

認定者(2,905人)
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第５章 サービス事業者調査の概要 

Ⅰ 事業者の概要 

１ 事業者の概要 

（１）所在地域 

④、⑥、③の地域におよそ６割が分布してい

る。 

 

 

 

 

 

 

（２）提供サービス 

“訪問介護”が 37件と最も多く、次いで“居

宅介護支援”が 30件、“通所介護”が 24件な

どとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）従業員数 

10 人未満の事業所で半数以上を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

175

①

池之端・上野公園・上野桜木・谷

中

②

台東・秋葉原・上野・東上野・元

浅草

③

柳橋・浅草橋・鳥越・蔵前・小島・

三筋・寿・駒形・雷門

④ 浅草・千束・花川戸

⑤

下谷３丁目・根岸４、５丁目・竜

泉・三ノ輪・日本堤

⑥

下谷１、２丁目・根岸１～３丁目・

北上野・入谷・松が谷・西浅草

⑦ 橋場・清川・今戸・東浅草

無回答

9.1

12.0

16.6

21.7

12.6

18.9

6.9

2.3

0 10 20 30 40
%

　回答者総数=

175

１人～４人

５人～９人

10人～19人

20人～29人

30人～39人

40人～49人

50人～59人

60人～69人

70人～79人

80人～89人

90人以上

無回答

25.1

25.1

18.9

11.4

4.0

1.7

1.7

1.7

0.6

2.9

1.7

5.1

0 10 20 30 40 %

回答者総数=

175

居宅介護支援

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

無回答

30

37

1

8

5

22

24

5

5

2

2

6

5

3

3

6

2

9

0 20 40 60 件

回答者総数=
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（４）職種別従業員数と所持資格 

従業員を雇用形態別にみると、「常勤職員」が「非

常勤職員」を上回っている。また、職種別では、直

接介護に携わる「介護職員」が最も多く、その所持

する資格では、「２級ヘルパー」と「介護福祉士」

が多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 運営年数 

「３年未満」が 21.1％、「３～７

年未満」が 22.3％となっている。 

 

 

 

３ 経営状況 

経営状況が「厳しい」と回答する

事業所が 53.1％と半数以上を占め

る一方、「良い」とする事業所はわ

ずか 4.6％となっている。 

 

 

Ⅱ 従業員について 

１ 介護報酬改定に伴う対応 

平成 21年４月に行われた介護報酬改定への対応

としては、「教育研修の充実」が 21.7％、「基本給

の引き上げ」が 14.9％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計（人）

1,576

1,298

合計（人）

239

1,753

701

63

71

1,008

90

131

6

39

287

139

55

35

薬剤師

歯科医師

医師

介護職員

介護福祉士

介護職員基礎研修修了者

１級ヘルパー

２級ヘルパー

無資格

専従の管理者

栄養士・調理職員

ＯＴ・ＰＴ・ＳＴ

看護職員

ケアマネジャー

非常勤職員

項　目

常勤職員

項　目

175

基本給の引き上げ

諸手当（役職手当・精勤手当・資格

手当など）の新設

諸手当（役職手当・精勤手当・資格

手当など）の引き上げ

一時金の新設

一時金の引き上げ

従業員の増員による業務負担軽減

労働時間・労働日数の適正化

昇進・昇格要件の明確化

非常勤従業員の常勤への登用

教育研修の充実

福利厚生の充実

その他

特になし

無回答

14.9

5.7

5.7

5.1

0.6

10.9

8.0

6.3

8.6

21.7

8.6

7.4

42.9

7.4

0 20 40 60 %

回答者総数=

回答者総数 (175)

%

21.1 22.3 20.0 34.3 2.3

0 20 40 60 80 100

３年未満 ３～７年未満 10年以上７～10年未満 無回答

回答者総数 (175)

%

4.6 40.6 53.1 1.7

0 20 40 60 80 100

良い ふつう 無回答厳しい
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２ 介護職員処遇改善交付金の活用内容 

「一時金の新設」が 50.7％と最も多く、

次いで「基本給の引き上げ」が 20.5％など

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人材を確保するための取り組みと人材を確保するうえで困っていること 

人材を確保するための取り組みは、「公共職業安定所（ハローワーク）の活用」が 65.1％と最も多い。

（下段左グラフ） 

人材を確保するうえで困っていることは、全体では、「募集しても応募が少ない」が 49.7％と最も多

く、次いで「良質な人材が集まらない」が 41.7％などとなっている。（下段右表） 

提供サービス別では、“居宅介護支援”では「困っていることは特にない」とする事業所が４割を超

えている。一方、“訪問介護”や“通所介護”ではいずれも「募集しても応募が少ない」とする回答の

割合が高くなっている。（下段右表） 

 

【人材を確保するための取り組み】    【提供サービス別／人材を確保するうえで困っていること】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 人材を定着させるための取り組み 

「従業員の資格取得やスキル向上のための

研修参加の推奨」が 56.0％と最も多く、次いで

「資格・能力や仕事ぶりの評価を反映した配置

や処遇」が 40.6％、「賃金・労働時間等の労働

条件の改善」が 38.9％などとなっている。 

 

73

基本給の引き上げ

諸手当（役職手当・精勤手当・資

格手当など）の新設

諸手当（役職手当・精勤手当・資

格手当など）の引き上げ

一時金の新設

一時金の引き上げ

その他

無回答

20.5

17.8

12.3

50.7

4.1

17.8

4.1

0 20 40 60 %

回答者総数=

175

賃金・労働時間等の労働条件の改

善

資格・能力や仕事ぶりの評価を反

映した配置や処遇

キャリアに応じた給与体系等の整

備

従業員の資格取得やスキル向上の

ための研修参加の推奨

休憩室や談話室の設置など職場環

境の整備

非常勤従業員の常勤への登用

希望する労働時間の設定

その他

特になし

無回答

38.9

40.6

28.0

56.0

24.6

25.1

28.6

1.7

10.3

2.3

0 20 40 60 80 %

回答者総数=

（％）

募

集

し

て

も

応

募

が

少

な

い

応

募

が

あ

っ

て

も

条

件

が

合

わ

な

い

募

集

コ

ス

ト

の

割

に

採

用

が

少

な

い

良

質

な

人

材

が

集

ま

ら

な

い

採

用

し

て

も

定

着

し

な

い

そ

の

他

特

に

な

し

無

回

答

全　体 175 49.7 30.9 20.0 41.7 20.6 2.9 21.1 2.9

居宅介護支援 30 33.3 16.7 6.7 20.0 16.7 6.7 43.3 0.0

訪問介護 37 70.3 40.5 32.4 56.8 24.3 2.7 8.1 0.0

通所介護 24 54.2 37.5 20.8 54.2 29.2 4.2 16.7 0.0

175

人材派遣の活用

公共職業安定所（ハ

ローワーク）の活用

求人誌の活用

専門学校等への求

人票の送付

専門学校等への訪

問

知人や他の事業所

等の紹介

その他

特になし

無回答

18.9

65.1

36.6

15.4

13.1

37.7

10.9

14.9

1.1

0 20 40 60 80 %

回答者総数=
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５ 従業員の充足状況 

ケアマネジャーでは「質・人数とも

に確保できている」事業所が 57.1％と

なっている。 

介護職員では質と人数のいずれかに

課題を抱えている事業所が多く、「質・

人数ともに確保できている」とする事

業所は 28.6％に止まっている。 

「看護職員」では「質・人数ともに

確保できている」事業所が 56.1％と半

数を超えている。 

 

Ⅲ サービスの質の向上への取り組み 

１ 現在課題と感じていること 

全体では、「提供するサービスの質」

が 62.3％と最も多く、次いで「地域と

のネットワーク形成」が 44.6％、「事業

所のＰＲ」が 34.9％などとなっている。 

提供サービス別にみると、“居宅介護

支援”では「提供するサービスの質」

が６割を超えている。また、“訪問介護”

では、「提供するサービスの質」が８割

近くに上る。“通所介護”では、「提供

するサービスの質」や「事業所のＰＲ」

が６割近くとなっている。 

 

 

２ サービス向上への取り組み 

「地域包括支援センターへの相談」

「主治医との連携」などは７割程度の

事業所が実施しており、今後予定して

いる事業所も含めると８割前後となっ

ている。 

ケアマネジャー (28)

介護職員 (105)

看護職員 (57)

その他 (43)

%

57.1

28.6

56.1

60.5

28.6

27.6

10.5

27.9

10.7

16.2

10.5

9.3

27.6

22.8

2.3

3.6

0 20 40 60 80 100

質・人数ともに確保できている

質には満足だが、人数

は確保できていない

人数は確保できているが、

質には満足していない

質・人数ともに確

保できていない

地域包括支援センターへの相談 (175)

主治医との連携 (175)

事業所内に参考書を準備 (175)

サービスマニュアルの作成 (175)

事業者自身によるサービス評価

の実施

(175)

第三者による評価の実施 (175)

介護相談員の受け入れ (175)

利用者の要望や意見の収集 (175)

苦情処理委員会の設置 (175)

サービス向上委員会などの設置 (175)

ＱＣ(改善活動)サークルなど従業

員の自主的な勉強会の実施

(175)

その他 (175)

%

67.4

70.9

67.4

70.9

53.1

35.4

26.9

66.9

50.9

40.0

36.6

2.3

10.3

8.6

12.0

11.4

25.1

22.3

8.6

20.0

15.4

21.1

28.6

8.0

9.7

5.1

6.9

9.7

30.3

50.9

2.9

22.3

23.4

21.7

14.3

10.9

15.4

10.9

12.0

12.0

13.7

10.3

11.4

15.4

13.1

97.7

0 20 40 60 80 100

実施しているもの

予定のないもの

今後実施予定のもの 無回答

（％）

提

供

す

る

サ

ー

ビ

ス

の

質

サ

ー

ビ

ス

利

用

者

の

需

要

の

少

な

さ

地

域

情

報

収

集

・

顧

客

ニ

ー

ズ

の

把

握

方

法

事

業

所

の

Ｐ

Ｒ

地

域

と

の

ネ

ッ

ト

ワ

ー

ク

形

成

そ

の

他

特

に

な

し

無

回

答

全　体 175 62.3 29.1 25.7 34.9 44.6 2.3 5.1 3.4

居宅介護支援 30 63.3 33.3 26.7 30.0 46.7 0.0 3.3 6.7

訪問介護 37 78.4 32.4 18.9 24.3 24.3 2.7 0.0 5.4

通所介護 24 58.3 29.2 29.2 58.3 54.2 8.3 4.2 0.0
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Ⅳ 危機管理について 

１ 事故対策について 

「事故発生時の対応マニュアルの作成」と「感

染症予防マニュアルの作成」がそれぞれ 75.4％、

「事故予防マニュアルの作成」が 74.3％、「ひや

り・はっと報告の徹底」が 70.9％、「感染症発生

時の対応マニュアルの作成」が 69.7％である。 

 

 

 

 

 

 

２ 非常災害時対策について 

「災害時対応マニュアルの作成」が 72.0％と

最も多く、次いで「事業所において、利用者等

も含めた避難訓練の実施」が 35.4％、「食料品

や水等の備蓄」が 33.1％などとなっている。 

 

 

 

 

 

Ⅴ 従業員教育について 

１ 教育・研修計画の作成状況 

「作成済み」が 63.4％、「作

成予定」が 19.4％、「作成予

定なし」が 16.0％となってい

る。 

 

 

 

２ 教育・研修の実施方法 

「区主催の研修会への参加」が 66.9％と最も

多く、次いで「内部講師による所内研修会の実

施」が 58.3％などとなっている。 

 

 

 

 

175

災害時対応マニュアルの作成

事業所において、利用者等も含め

た避難訓練の実施

事業所の避難訓練等の実施の際、

地域住民等が参加

地域の避難訓練への参加

食料品や水等の備蓄

その他

特になし

無回答

72.0

35.4

17.7

18.3

33.1

5.1

14.9

2.3

0 20 40 60 80 100 %

回答者総数=

175

事故予防マニュアルの作成

事故発生時の対応マニュアルの

作成

ひやり・はっと報告の徹底

感染症予防マニュアルの作成

感染症発生時の対応マニュアル

の作成

その他

特になし

無回答

74.3

75.4

70.9

75.4

69.7

8.6

5.7

2.3

0 20 40 60 80 100 %

回答者総数=

回答者総数 (175)

%

63.4 19.4 16.0 1.1

0 20 40 60 80 100

作成済み 作成予定 無回答作成予定なし

175

内部講師による所内研修会の実施

外部講師による所内研修会の実施

区主催の研修会への参加

都主催の研修会への参加

区・都主催以外の外部の研修会へ

の参加

その他

特になし

無回答

58.3

37.1

66.9

48.6

50.9

9.7

9.1

4.6

0 20 40 60 80 %

回答者総数=



 －28－

３ 今後取り組みたい教育・研修内容 

「介護技術・知識向上のための研修」

が 69.1％と最も多く、次いで「事故の予

防及び事故発生時の対応」が 49.7％など

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 従業員を教育するうえで困っていること 

「人材育成のための時間がない」が

55.4％と最も多く、次いで「人材育成の

ための費用に余裕がない」が 36.0％、「研

修を受講させる人的な余裕がない」が

34.9％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅵ サービス提供について 

１ 他法人と連携して実施していること 

「困難事例等の相談」が 36.0％、「勉

強会、ケース検討会の共同開催」が

33.1％、「利用者の定員超過が見込まれる

場合や空きがある場合の連携」が 21.1％

となっている。 

 

 

175

言葉遣いなどの接遇やマナー、

身だしなみ

介護技術・知識向上のための研

修

資格取得のための支援

事故の予防及び事故発生時の

対応

利用者への虐待防止

公衆衛生・感染症予防

メンタルヘルス

その他

特になし

無回答

48.6

69.1

29.1

49.7

28.0

34.9

32.0

1.1

4.0

9.7

0 20 40 60 80 %

回答者総数=

175

人材育成のための時間がない

人材育成のための費用に余裕が

ない

採用時期が別々で効率的な育成

ができない

育成してもすぐに辞めてしまう

従業員の向上意欲が低い

研修を受講させる人的な余裕が

ない

指導できる人材が少ない、また

は、いない

研修カリキュラムが作れない

その他

特になし

無回答

55.4

36.0

17.7

21.7

22.3

34.9

22.9

3.4

1.7

13.1

2.3

0 20 40 60 80 %

回答者総数=

175

勉強会、ケース検討会の共同開

催

利用者の定員超過が見込まれる

場合や空きがある場合の連携

困難事例等の相談

その他

特になし

無回答

33.1

21.1

36.0

5.1

34.3

5.7

0 20 40 60
%

回答者総数=
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Ⅶ サービスへの参入意向について 

１ 台東区内で開設する意向のあるサービス 

今後、台東区内で開設する意向のある

サービスは、「居宅介護支援」が 14 件、

「訪問介護」が 13件、「通所介護」が９

件などとなっており、開設する意向はな

い事業所が 107件と全事業所の６割を超

えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

175

居宅介護支援

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

居宅療養管理指導

通所介護

福祉用具貸与

小規模多機能型居宅介護

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

特になし

無回答

14

13

2

4

3

9

2

2

2

1

107

36

0 20 40 60 80 100 120 件

回答者総数=
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第６章 介護支援専門員調査の概要 

Ⅰ 回答者の属性 

１ 事業所の組織形態 

所属事業所の組織形態は、「居宅介護支援事

業のみ」が 8.8％、「他の介護保険サービス事

業もあり」が 88.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 所属しているケアマネジャーの人数 

「３人」が 21.9％と最も多く、次いで「２人」

が 20.2％、「６人」が 15.8％、「４人」が 13.2％な

どとなっている。３人までの事業所で 50.9％と半

数を超えている。また、１事業所の平均人数は 3.7

人となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 性別 

「男性」が 14.0％、「女性」が

86.0％となっている。 

 

 

 

４ 年齢 

「20 歳代」が 1.8％、「30 歳代」が 24.6％、

「40歳代」が 30.7％、「50 歳代」が 32.5％、「60

歳以上」が 10.5％となっている。 

 

 

 

他の介護保

険サービス事

業もあり

88.6%

無回答

1.8% 居宅介護支

援事業のみ

8.8%

その他

0.9%

114
回答者総数

114

1人

2人

3人

4人

5人

6人

7人

8人

9人

10人以上

無回答

8.8

20.2

21.9

13.2

7.0

15.8

7.9

0.0

0.0

1.8

3.5

0 10 20 30 40 %

回答者総数=

平均値

3.7人

無回答

0.0%

30歳代

24.6%

50歳代

32.5%

20歳代

1.8%

40歳代

30.7%

60歳以上

10.5%

114
回答者総数

回答者総数 (114)

%

14.0 86.0

0 20 40 60 80 100

男性 女性
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Ⅱ 勤務形態について 

１ 勤務形態 

「常勤・専従」が 50.0％、「常勤・兼務」が

37.7％であり、９割近くが常勤となっている。

また、「常勤・兼務」と「非常勤・兼務」を合わ

せると４割以上が兼務となっている。 

 

 

 

 

 

 

２ ケアマネジャー業務の経験年数 

「５年以上」が 49.1％とほぼ５割を占め、次い

で「３年以上５年未満」が 21.1％などとなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

３ 所持している資格 

「介護福祉士」が 60.5％と最も多く、

次いで「ホームヘルパー２級」が 40.4％

などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無回答

0.0%

常勤・兼務

37.7%

非常勤・兼務

3.5%

常勤・専従

50.0%

非常勤・専従

7.9%

その他

0.9%

114
回答者総数

無回答

1.8%

５年以上

49.1%

６か月以上１

年未満

4.4%

２年以上３年

未満

8.8%

６か月未満

2.6%

１年以上２年

未満

12.3%

３年以上５年

未満

21.1%

114
回答者総数

114

介護福祉士

ホームヘルパー１級

ホームヘルパー２級

社会福祉士

精神保健福祉士

社会福祉主事

看護師、准看護士

保健師

栄養士（管理栄養士含む）

理学療法士

作業療法士

歯科衛生士

医師

歯科医師

薬剤師

その他

無回答

60.5

9.6

40.4

13.2

0.9

17.5

18.4

2.6

0.0

0.0

0.9

1.8

0.0

0.0

1.8

8.8

0.0

0 20 40 60 80 %

回答者総数=
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４ 年収 

全体では、「300～400 万円未満」が

33.3％と最も多く、次いで「400～500

万円未満」が 23.7％、「200～300万円未

満」が 19.3％などとなっている。400万

円未満で 62.2％と６割を超えている。 

年代別にみると、年収 500万円以上は

40 歳代以上で１割を超え、特に“50 歳

代”で２割強と他の年代と比較して割合

が高くなっている。また、年代とともに

年収 300～500 万円未満の割合は低くな

る傾向にある。 

 

 

 

Ⅲ ケアマネジメントの状況について 

１ ケアプランの担当件数 

平均で 21.9件となっている。件数の内

訳としては、「要介護１」と「要介護２」

で全体の 57.0％と６割近くを占め、それ

ぞれ 28.7％、28.3％となっている。 

 

 

 

２ 認知症の方の有無 

（１）認知症の方の有無 

「医師から認知症と診断されている方

がいる」が 93.0％、「診断は受けていない

が、認知症と思われる症状がある方がい

る」が 56.1％、「いない」が 2.6％となっ

ている。 

 

 

（２）認知症と思われる方・診断されている方の人数 

ケアプラン総件数に対する割合をみると、「診断は受けていないが、認知症と思われる症状がある方

がいる」で 13.1％、「医師から認知症と診断されている方がいる」で 28.4％であり、合わせると該当者

は全体の 41.5％となっている。 

 

 

 

 

（％）

1

0

0

万

円

未

満

1

0

0

～

2

0

0

万

円

未

満

2

0

0

～

3

0

0

万

円

未

満

3

0

0

～

4

0

0

万

円

未

満

4

0

0

～

5

0

0

万

円

未

満

5

0

0

万

円

以

上

無

回

答

全　体 114 3.5 6.1 19.3 33.3 23.7 13.2 0.9

20歳代 2 0.0 0.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0

30歳代 28 3.6 3.6 17.9 35.7 32.1 3.6 3.6

40歳代 35 2.9 2.9 20.0 37.1 25.7 11.4 0.0

50歳代 37 2.7 10.8 16.2 29.7 18.9 21.6 0.0

60歳以上 12 8.3 8.3 33.3 25.0 8.3 16.7 0.0

114

いない

診断は受けていないが、認知症

と思われる症状がある方がいる

医師から認知症と診断されてい

る方がいる

無回答

2.6

56.1

93.0

0.9

0 20 40 60 80 100 %

回答者総数=

項目 総数（件） 割合（％）

要支援１ 78 3.1

要支援２ 124 5.0

要介護１ 716 28.7

要介護２ 706 28.3

要介護３ 377 15.1 回答者数

要介護４ 284 11.4 114人

要介護５ 209 8.4 平均値

合計 2,494 100.0 21.9件

回答者数（人） 該当者数（人）

ケアプラン総件数

（2,494件）に対す

る割合（％）

診断は受けていないが、認知症と思

われる症状がある方の人数

64 326 13.1

医師から認知症と診断されている方

の人数

106 708 28.4



 －33－

３ 認知症の方のケアプランを作る際に困難なこと 

「本人の状態がつかみづらい」が 58.8％と最

も多く、次いで「本人の同意が得られない」が

44.7％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ アセスメントの実施状況について 

１ ケアプラン作成時における十分なアセスメントの有無 

ケアプラン作成時において十分なアセスメン

トが「できている」は 55.3％と半数を超えており、

「できていない」は 27.2％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ サービス担当者会議の実施状況について 

１ すべてのケースにおけるサービス担当者会議の実施状況 

すべてのケースについて、

サービス担当者会議を実施

「している」が 86.0％と８割

半ばを占めており、「してい

ないことがある」は 14.0％と

なっている。 

 

Ⅵ 医療との連携状況について 

１ 医療との連携状況 

医療との連携が取れているは 78.0％と８割

近くを占めるが、そのうち「十分に連携は取れ

ている」は 6.1％と１割に満たず、「まあまあ連

携は取れている」が 71.9％となっている。一方、

医療との連携が取れていないは 18.4％となっ

ている。 

114

本人の状態がつかみづらい

本人の同意が得られない

家族の同意が得られない

認知症対応の事業所が少ない

本人の状態に合ったサービスが

ない

その他

無回答

58.8

44.7

12.3

17.5

19.3

7.0

5.3

0 20 40 60 80 %

回答者総数=

できていない

27.2%

無回答

7.0%

できている

55.3%

その他

10.5%

114
回答者総数

回答者総数 (114)

%

86.0 14.0

0 20 40 60 80 100

している

していないこ

とがある

無回答

0.9%

まあまあ連

携は取れて

いる

71.9%

まったく連携

は取れてい

ない

0.9%

十分に連携

は取れてい

る

6.1%

あまり連携

は取れてい

ない

17.5%

どちらともい

えない

2.6%

114
回答者総数
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２ ケアマネタイムの活用状況 

全体では、「活用している」が 30.7％、「活用していない」が 69.3％となっている。８割近くが医療

との連携が取れていると回答していたが、ケアマネタイムを活用している割合は、ほぼ３割に止まって

いる。 

医療との連携状況別にみると、“連

携が取れている”が“取れていない”

よりも「活用している」割合が高く、

“十分に連携は取れている”の３割

近く、“まあまあ連携は取れている”

の３割半ばがケアマネタイムを活用

している。 

 

 

 

 

Ⅶ ケアマネジメントを行う中での負担感について 

１ 負担感のある業務 

「入所・入院先の相談・手配」が

47.4％と最も多く、次いで「サービ

ス担当者会議の開催・調整」が45.6％、

「主治医や医療機関との連絡・調整」

が 41.2％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全　体 (114)

十分に連携は取

れている

(7)

まあまあ連携は取

れている

(82)

あまり連携は取れ

ていない

(20)

まったく連携は取

れていない

(1)

どちらともいえない (3)

%

30.7

28.6

34.1

15.0

66.7

69.3

71.4

65.9

85.0

100.0

33.3

0 20 40 60 80 100

活用している 活用していない

114

ケアプラン作成

アセスメントの実施

苦情対応

サービス担当者会議の開催・調整

主治医や医療機関との連絡・調整

利用者と家族の間の合意調整

利用者・家族への同意説明

モニタリング

サービス事業者への連絡・調整

利用者宅の訪問

居宅介護支援経過の記録

給付管理

入所・入院先の相談・手配

保険者への問い合わせ

相談業務

その他

特に負担感はない

無回答

21.1

18.4

28.9

45.6

41.2

27.2

3.5

14.0

10.5

9.6

38.6

19.3

47.4

14.0

28.1

11.4

4.4

1.8

0 20 40 60 %

回答者総数=
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２ 支援困難等、課題解決のための相談先 

「地域包括支援センター」が 86.0％

と最も多く、次いで「同一法人のケア

マネジャー」が 72.8％、「区役所」が

60.5％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 相談内容 

「困難事例への対応」が 86.0％と最

も多く、次いで「居宅サービスの適否

判断の解釈（運営基準等を含む）」が

49.1％、「介護保険外のサービスの利

用」が 47.4％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

114

同一法人のケアマネジャー

他法人のケアマネジャー

地域のケアマネジャー連絡会

地域包括支援センター

区役所

東京都

国民健康保険団体連合会

サービス事業者

主治医

その他

相談できる相手がいない

困ったりすることはない

無回答

72.8

8.8

7.9

86.0

60.5

2.6

3.5

43.0

41.2

4.4

1.8

0.0

0.0

0 20 40 60 80 100 %

回答者総数=

114

困難事例への対応

利用者・家族間の意見調整

居宅サービスの適否判断の解釈

（運営基準等を含む）

介護保険外のサービスの利用

医療知識

介護報酬請求事務

その他

特に相談することはない

無回答

86.0

28.9

49.1

47.4

35.1

16.7

2.6

0.0

1.8

0 20 40 60 80 100 %

回答者総数=
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Ⅷ ケアプラン作成の中で利用しにくいと感じるサービスについて 

１ 利用しにくいと感じているサービス 

「短期入所生活介護」が 36.8％と最も多

く、次いで「短期入所療養介護」が 30.7％、

「訪問リハビリテーション」が 28.9％など

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ケアプランに組み入れている介護保険以外のサービス 

「配食サービス」が 86.6％と最も多く、

次いで「紙おむつの給付」が 75.9％、「高

齢者移送サービス」が 58.0％などとなって

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

114

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護（グ

ループホーム）

地域密着型特定施設入居者生

活介護

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

無回答

9.6

0.0

12.3

28.9

17.5

0.9

14.9

36.8

30.7

7.9

9.6

0.9

19.3

20.2

2.6

14.9

11.4

9.6

14.9

18.4

20.2

12.3

0 20 40 60 %

回答者総数=

112

高齢者移送サービス

福祉用具の給付（シルバーカー

等）

紙おむつの給付

寝具乾燥消毒サービス

住宅設備改修工事（浴槽、流し

台等）

緊急通報システム

高齢者早期発見システム

家事援助サービス

配食サービス

身の回り応援サービス

ひと声収集

サービス提供事業者の保険外の

サービス

その他

無回答

58.0

53.6

75.9

19.6

36.6

47.3

8.9

30.4

86.6

6.3

50.9

35.7

7.1

0.9

0 20 40 60 80 100 %

回答者総数=
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３ 利用限度額を超えてサービスを利用している方の有無 

利用限度額を超えてサービスを利用してい

る方の有無については、「いる」が 51.8％、「い

ない」が 46.5％となっている。（右グラフ） 

利用限度額を超えてサービスを利用してい

る人数は 107 人であり、ケアプラン総件数

2,494 人の 4.3％となっている。（下表） 

 

 

 

 

 

 

【利用限度額を超えてサービスを利用している人数】 

 

 

 

 

 

Ⅸ 介護予防ケアプランの実施状況について 

１ 介護予防ケアプランの担当状況 

「担当している」が 51.8％、「担当していな

い」が 45.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅹ ケアマネジメントの質の向上について 

１ 研修で取り上げてほしい内容 

「介護保険制度全般について」

が 61.4％と最も多く、次いで「専

門技術の向上について」が

57.0％、「相談・苦情対応につい

て」が 40.4％などとなっている。 

 

 

 

 

 

いない

46.5%

いる

51.8%

無回答

1.8%

114
回答者総数

回答者数（人） 対象（人） 該当者数（人） 割合（％）

利用限度額を超えてサービ

スを利用している方の人数

59 2,494 107 4.3

担当していな

い

45.6%

担当している

51.8%

無回答

2.6%

114
回答者総数

114

介護保険制度全般について

専門技術の向上について

利用者に対する接遇について

相談・苦情対応について

資格取得について

その他

無回答

61.4

57.0

20.2

40.4

5.3

5.3

3.5

0 20 40 60 80 %

回答者総数=

【利用限度額を超えてサービスを利用している方の有無】 
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XI 地域包括支援センターとの連携について 

１ 地域包括支援センターへ期待すること 

「困難事例の相談」が 74.6％と最も多く、次いで「地域の総合相談窓口機能の充実」が 43.9％、「高

齢者の虐待防止・権利擁護」が

43.0％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

XII 台東区に期待すること 

１ ケアマネジャーの中立性・独立性を確保するために必要な支援 

「処遇困難者への対応または

その支援」が64.9％と最も多く、

次いで「利用者や家族の介護保険

制度の理解向上に向けた取り組

み」が 57.0％、「ケアマネジャー

の技術向上のための支援」が

50.0％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

114

介護予防ケアマネジメント（要支援者の介

護予防ケアプラン）を通じた介護予防

地域支援事業（特定高齢者事業）の介護

予防を通じた介護予防

区役所などへの要望事項の取りまとめや

仲介

ケアマネジャーに対する個別指導・相談

困難事例の相談

地域包括支援センター内の担当区域にお

けるケアマネジャーのネットワークづくり

多職種協働・連携による包括的・継続的ケ

アマネジメント支援

フォーマルサービスとインフォーマルサー

ビスの調整

地域の総合相談窓口機能の充実

要援護高齢者の実態把握と対応

高齢者の虐待防止・権利擁護

その他

無回答

22.8

13.2

36.8

34.2

74.6

37.7

36.8

28.9

43.9

16.7

43.0

3.5

1.8

0 20 40 60 80 100
%

回答者総数=

114

事業者間の連絡調整・連携を強

化するための支援

ケアマネジャーの技術向上のた

めの支援

ケアマネジャーのためのメンタル

ヘルスケア

処遇困難者への対応またはその

支援

利用者や家族の介護保険制度

の理解向上に向けた取り組み

その他

無回答

39.5

50.0

42.1

64.9

57.0

4.4

1.8

0 20 40 60 80 %

回答者総数=
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２ 充実すべき介護保険サービス 

「短期入所生活介護」が 54.4％と最も多く、次

いで「短期入所療養介護」が 45.6％、「訪問リハ

ビリテーション」と「介護老人福祉施設」がそれ

ぞれ 37.7％などとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 介護保険以外のサービスで充実すべきもの 

「病院等の送迎・院内介助」が 80.7％と最も多

く、次いで「話し相手・見守り・安否確認の声か

け」が 77.2％、「外出支援サービス」が 63.2％な

どとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

114

居宅介護支援

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

小規模多機能型居宅介護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護（グ

ループホーム）

地域密着型特定施設入居者生

活介護

地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

無回答

22.8

28.9

7.9

26.3

37.7

9.6

13.2

36.0

54.4

45.6

11.4

11.4

7.0

20.2

27.2

23.7

22.8

14.0

13.2

37.7

36.0

0.0

6.1

0 20 40 60 80 %

回答者総数=

114

話し相手・見守り・安否確認の声

かけ

ごみ出し・買い物の手伝い等

病院等の送迎・院内介助

外出支援サービス

配食サービス

紙おむつの給付

訪問理美容サービス

訪問歯科診療

寝具乾燥消毒サービス

生活環境の整理（サービス導入

事前・事後）

服薬管理

福祉サービス利用援助事業

財産保全管理サービス

成年後見制度の相談・情報提供

その他

特にない

無回答

77.2

42.1

80.7

63.2

28.9

21.9

24.6

21.9

15.8

36.0

45.6

16.7

42.1

45.6

3.5

0.0

0.9

0 20 40 60 80 100
%

回答者総数=
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